
京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は，京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）

及び同条例施行規則に基づき，持続可能な地域公共交通の実現を目的とし，ＩＣカ

ードのポイントサービス導入による乗継割引や国の推奨する標準的な様式での交

通データ整備，カメラやセンサー等を活用した乗降データの収集・リアルタイム混

雑情報の提供等，デジタル技術を活用した利便性向上に資する取組を行う交通事業

者に対し，国と協調して補助を行う，京都市デジタル技術を活用した持続可能な地

域公共交通の推進に係る補助金（以下「市補助金」という。）の交付に関し，必要な

事項を定めるものとする。 
 
（補助対象事業者） 
第２条 市補助金の交付は，事業の実施により市補助金の交付を受けようとする年度

（以下「事業年度」という。）の４月１日時点で，次の各号のいずれかに該当する者

（以下「補助対象事業者」という。）を対象とする。 
⑴ 京都市内において，道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１項第

１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業に基づく運行を行う者（ただし，

その運行体系及び運賃体系等から，京都市民の日常生活に使用されると認められ

ない路線のみを運行する者を除く。） 
⑵ 京都市内において，鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）又は軌道法（大正

１０年法律第７６号）に基づく運行を行う者（ただし，その運行体系及び運賃体

系から，京都市民の日常生活に使用されると認められない路線のみを運行する者

を除く。） 
 
（補助対象事業） 
第３条 市補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，補助

対象事業者が行う事業で，次の各号に掲げる要件をすべて満たすものとする。 
⑴ 事業の実施により，事業年度の３月３１日までに公共交通利用者の用に供する

ものであること。ただし，この期間内に供用を開始することができない場合は，

その理由及び供用開始予定時期を書面で市長に申告することとし，市長が適当と

認めた場合は，市補助金の対象とする。なお，申告した供用開始予定時期までに

供用を開始できない場合，第１４条の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消

し，既に交付した補助金の返還を命じることがある。 
⑵ 公共交通利用者の便益を最大化する観点から，市域を運行する他の公共交通事

業者と連携のうえ，同一のサービスに共同で取り組む内容を含む事業であること。 

⑶ デジタル技術を活用した利便性向上に資する取組を市域の公共交通に波及さ

せる観点で，取組の成果や課題を本市や市域の公共交通事業者に広く共有できる

事業であること。なお，成果の共有にあたり，本市の市政運営に活用するため，

取組により得られた乗降データ等の交通データを本市に提供するよう求めるこ



とがある。 
⑷ 市補助金の交付を受けようとする年度において，「地域公共交通確保維持改善

事業費補助金（新モビリティサービス推進事業）交付要綱」（平成３１年４月１８

日国総計第３号）に基づく補助金，「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事

業費補助金交付要綱」（平成２８年２月２９日観観産第６９０号）に基づく補助

金又は地域交通事業者が行うデジタル技術を活用した利便性向上に資する取組

を支援するその他補助金（以下「国庫補助金等」という。）に交付申請を行う事業

であること。なお，国庫補助金等の交付対象に選定されなかった事業及び国庫補

助金等の申請を行わない事業についても，市長が適当と認めた場合は，市補助金

の対象とする。 
 
（補助対象経費及び補助金の額） 
第４条 市補助金の対象経費（以下「補助対象経費」という。）は，事業年度の４月１

日から３月１５日までに要する経費で，「地域公共交通確保維持改善事業費補助金

（新モビリティサービス推進事業）交付要綱」に定める事業のうち次の各号に掲げ

るもの又はこれと同等のものに要する経費とする。 
⑴ 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業 

⑵ 地域交通データ化推進事業 

⑶ 混雑情報提供システム導入支援事業 
２ 市補助金の額については，次の各号に掲げる額を上限とし，予算の範囲内で補助

を行う。 
⑴ 前項第１号に掲げる事業及びこれと同等の事業に係る補助については，補助対

象経費から国庫補助金等の額を控除した額とし，千円未満の端数は切り捨てるも

のとする。 

⑵ 前項第２号及び第３号に掲げる事業及びこれと同等の事業に係る補助につい

ては，次に掲げる額のうち，いずれか少ない額とし，千円未満の端数は切り捨て

るものとする。 

ア 補助対象経費に２分の１を乗じて得た額 

イ 補助対象経費から国庫補助金等の額を控除した額 
３ 補助対象経費に係る消費税のうち，仕入控除を行う場合における仕入控除の対象

となる消費税相当分については，補助対象としないものとする。 
 
（補助金の交付の申請） 
第５条 補助金の交付の申請を行おうとする者は，京都市デジタル技術を活用した持

続可能な地域公共交通の推進に係る補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる

書類を添えて市長へ提出しなければならない。ただし，国庫補助金等の申請を行わ

ない場合にあっては，第２号に掲げる書類の提出は不要とする。 
⑴ 補助対象経費に係る見積書等の写し 
⑵ 国庫補助金等に係る申請書類等の写し 
⑶ その他市長が特に必要と認める書類 



 
（補助金の交付の決定） 
第６条 市長は前条による申請が到着した日から３０日以内に，補助金の交付及び交

付予定額又は不交付を決定する。 
２ 前項に基づき，交付を決定したときは，条例第１２条第１項の規定に基づき，京

都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金交付決

定通知書（第２号様式）により，不交付を決定したときは，条例第１２条第２項の

規定に基づき，京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係

る補助金不交付決定通知書（第３号様式）により，申請者に通知するものとする。 
３ 市長は，当該申請に係る事項について，条件を付すことができる。 
 
（申請の取下げ） 
第７条 条例第１３条の規定により申請の取下げを行おうとする者は，申請を取り下

げる旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。 
 
（交付決定の変更申請等及び通知） 
第８条 補助対象事業者は，第６条の規定に基づき交付決定を受けた内容を変更又は

中止（廃止）しようとするときは，軽微な変更を除き，あらかじめ京都市デジタル

技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金交付決定変更承認申

請書（第４号様式）又は京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の

推進に係る補助金中止（廃止）承認申請書（第５号様式）を市長に提出し，承認を

受けなければならない。 
２ 前項の軽微な変更とは，補助対象事業の目的及び主たる内容以外の変更であって，

補助金の額に変更を生じないもの又は変更が生じる補助金の額が交付予定額の２

０％以内であるものをいう。 
３ 市長は，第１項による申請を承認したときは，京都市デジタル技術を活用した持

続可能な地域公共交通の推進に係る補助金変更交付決定通知書（第６号様式）又は

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金中止

（廃止）承認通知書（第７号様式）により，補助対象事業者に通知するものとする。 
 
（実績報告） 
第９条 補助対象事業者は，補助対象事業が完了したときは，補助対象事業の完了日

から３０日を経過した日又は事業年度の３月１５日のいずれか早い日までに，京都

市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金実績報告

書（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて市長へ提出しなければならない。ただ

し，国庫補助金等の申請を行わない場合にあっては，第２号に掲げる書類の提出は

不要とする。 
⑴ 補助対象経費に係る領収書等の写し 

⑵ 国庫補助金等に係る交付（予定）額を証する資料 
⑶ その他市長が必要と認める書類 



 
（補助金の額の確定） 
第１０条 市長は，補助対象事業者から前条による報告を受けたときは，これを審査

のうえ，交付すべき補助金の額を確定し，京都市デジタル技術を活用した持続可能

な地域公共交通の推進に係る補助金交付額確定通知書（第９号様式）により，補助

対象事業者に通知するものとする。 
 
（補助金の請求） 
第１１条 補助対象事業者は，補助金の額の確定の通知を受けたときは，速やかに本

市所定の請求書を市長に提出しなければならない。 
 
（取得財産等の管理等） 
第１２条 補助対象事業者は，補助金で取得し，又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）について，補助対象事業の完了後においても，善良な管理者の

注意をもって管理し，補助金交付の目的に従って，効率的に運用しなければならな

い。 
 
（取得財産等の処分の制限） 
第１３条 補助対象事業者は，取得財産等について，条例第３１条第１項に規定され

ている処分の制限を受けるものとする。 
２ 条例第３１条第１項に規定する市長等が定める期間は，減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に準じるものとする。 
３ 補助対象事業者は，条例第３１条第１項に基づく市長の承認を受けようとすると

きは，京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金

取得財産等処分承認申請書（第１０号様式）を市長に提出しなければならない。 
４ 補助対象事業者が前項の規定による市長の承認を受けて取得財産等の処分をし

た場合において，市長は，当該補助対象事業者に交付した補助金の全部又は一部を

市に納付させるものとする。ただし，補助対象事業者の責に帰さない事由により処

分する等，市長がやむを得ないと認める場合にはこの限りではない。 
 
（交付決定の取消し及び補助金の返還） 
第１４条 市長は，補助対象事業者がこの要綱の規定に違反したと認めるとき又は第

７条に規定する書面の提出があったときは，補助金の交付の決定を取り消し，又は

既に交付した補助金の返還を命じることができる。 
 
（情報管理及び秘密保持） 
第１５条 補助対象事業者は，補助対象事業の遂行に際し知り得た第三者の情報につ

いては，当該情報を提供する者の指示に従い，又は，特段の指示がないときは情報

の性質に応じて，法令を遵守し適正な管理をするものとし，補助対象事業の目的又

は提供された目的以外に利用してはならない。 



２ 補助対象事業者は，補助対象事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）

に行わせる場合には，履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。 
３ 本条の規定は補助対象事業の完了後（補助対象事業の廃止の承認を受けた場合も

含む。）も有効とする。 
 
（補則） 
第１６条 この要綱の実施に関し必要な事項は，都市計画局長が定める。 
 
 
 附 則 
（施行期日） 
 この要綱は，決定の日から実施する。 



第１号様式（第５条関係）  
 
京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

交付申請書 

 
令和  年  月  日 

（宛先）京都市長 

＜申 請 者＞ 

 

郵 便 番 号 〒 

住 所 ・ 所 在 地  

社 名 ・ 団 体 名 

代表者(職)・氏名 

 

○印  

 
以下のとおり補助金の交付を申請します。  
 
１ 連絡先・書類送付先 

担 当 者 氏 名                              

電 話 番 号                              

メ ー ル ア ド レ ス                              

交付決定通知等の

書類送付先（※） 

住 所：〒    

氏 名： 

※申請者と異なる住所に書類送付を希望される場合は，御記入ください。 

申請者と同じ住所に送付を希望される場合は，「同上」としてください。 

 

２ 添付書類 

□ 補助対象経費に係る見積書等の写し 

□ 国庫補助金等に係る申請書類等の写し（国庫補助金等の申請を行う場合） 

□ その他市長が特に必要と認める書類（特に指示があった場合） 

 

３ 事業実施(予定)期間 

事業実施 

（予定）期間 
令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

【注意】事業年度の４月１日から３月１５日までの期間を記入してください。 

 



４ 供用開始予定時期 

供用開始 

予定時期 
令和  年  月  日 

【注意】事業年度の３月３１日までの期間を記入してください。この期間内に供用を

開始できない場合は，翌年度４月１日以降の日付を記載し，以下にその理由を

記載してください。 

理由 

 

 

５ 補助対象事業 

補助対象

事 業  

□ ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引  
（要綱第４条第１項第１号に掲げる「地域交通キャッシュレス決済導

入支援事業」又はこれと同等の事業）  
□ 国の推奨する標準的な様式での交通データ整備  

（要綱第４条第１項第２号に掲げる「地域交通データ化推進事業」又

はこれと同等の事業）  
□ 乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供  

（要綱第４条第１項第３号に掲げる「混雑情報提供システム導入支援

事業」又はこれと同等の事業）  
 

６ 補助対象事業の内容等 

 （ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先(予定) 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

合  計  (Ａ)         円 



 （国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先(予定) 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

合  計  (Ｂ)         円 

 

 （乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先(予定) 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

合  計  (Ｃ)         円 

 

  



７ 国庫補助金等の交付申請の有無 

【注意】国庫補助金等の交付申請の有無について，該当する選択肢にチェックしてく

ださい。交付申請を行わない場合はその理由を記入してください。 

      また，交付申請を行う場合は，補助金名を選択のうえ，交付申請額を記入し

てください。 

 （ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

交付申請

の 有 無  

□ 申請する（予定を含む）  

□ 申請しない  

（申請しない場合のその理由）  
 
 
 
 
 

 

補助金名 交付申請額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計          円 

 

 （国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

交付申請

の 有 無  

□ 申請する（予定を含む）  

□ 申請しない  

（申請しない場合のその理由）  
 
 
 
 
 

 



補助金名 交付申請額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計          円 

 

 （乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

交付申請

の 有 無  

□ 申請する（予定を含む）  

□ 申請しない  

（申請しない場合のその理由）  
 
 
 
 
 

 

補助金名 交付申請額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計          円 

 

  



８ 国庫補助金等の交付決定の有無 

【注意】国庫補助金等の交付決定の有無について，該当する選択肢にチェックしてく

ださい。交付決定を受けている場合は，交付決定額を記入してください（交付決

定を受けていない場合は，以下（Ｄ）（Ｅ）（Ｆ）欄にゼロを記入してください）。 

 （ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

交付決定

の 有 無  

□ 交付決定を受けている  

□ 交付決定を受けていない  

 

補助金名 交付決定額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計  (Ｄ)        円 

 （国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

交付決定

の 有 無  

□ 交付決定を受けている  

□ 交付決定を受けていない  

 

補助金名 交付決定額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計  (Ｅ)        円 

 

 



 

 （乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

交付決定

の 有 無  

□ 交付決定を受けている  

□ 交付決定を受けていない  

 

補助金名 交付決定額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

小 計  (Ｆ)        円 

 

  



９ 補助金交付申請額 

（ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

 

(Ａ)       円 － (Ｄ)       円 ＝ 
(Ｇ)         円 

※千円未満切り捨て 
  

（国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

 

(Ｂ)       円 × （補助率）１／２ ＝ (Ｈ)         円 

 

(Ｂ)       円 － (Ｅ)       円 ＝ (Ｉ)         円 

  

 (Ｈ)，（Ｉ）のうちいずれか少ない額 

（Ｊ）        円 

※千円未満切り捨て 

 

（乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

 

(Ｃ)       円 × （補助率）１／２ ＝ (Ｋ)         円 

 

(Ｃ)       円 － (Ｆ)       円 ＝ (Ｌ)         円 

  

(Ｋ)，（Ｌ）のうちいずれか少ない額 

（Ｍ）        円 

※千円未満切り捨て 

 

【補助申請額】 

 

(Ｇ)，（Ｊ），（Ｍ）の合計額 
（Ｎ）        円 

 



第２号様式（第６条関係） 
 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

交付決定通知書 

 
     年  月  日  京都市指令都歩ま第  号 
（申請者の氏名・名称及び代表者名） 
 
 
 
 

 京都市長          ㊞ 
 
〔担当：都市計画局歩くまち京都推進室〕 

 令和  年  月  日付けで申請のありました京都市デジタル技術を活用した

持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金につきましては，下記のとおり交付する

ことに決定しましたので通知します。 
記 

 

交付予定額                      円 

交付条件 

１ 市補助金は，補助対象事業の目的以外に支出してはいけな

い。 
２ 補助対象事業実施後に補助対象経費の額に増額があった場

合でも，受給できる市補助金の額の上限は，本交付決定通知

書に記載のある交付予定額となる。 
３ 条例第３２条の規定により立入調査又は質問をすることが

ある。 
４ 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき，又は補助対

象事業の遂行が困難となったときは，速やかに市長に報告し，

その指示を受ける必要がある。 
５ 補助対象事業の実施により得られた成果や課題を，本市や市

域の交通事業者に広く共有するよう努めること。成果の共有

にあたり，本市の市政運営に活用するため，取組により得ら

れた乗降データ等の交通データを本市に提供するよう求める

ことがある。この場合，本市と協議のうえ，秘密保持契約を

結ぶことができる。 
６ 補助対象事業の実施にあたっては，個人情報の保護に十分留

意すること。特に「混雑情報提供システム導入支援事業」又

はこれと同等の事業を実施する場合においては，国土交通省

の「公共交通機関のリアルタイム混雑情報提供システムの導

入・普及に向けたガイドライン（バス編）」を遵守すること。 
 



第３号様式（第６条関係） 
 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

不交付決定通知書 

 
     年  月  日  京都市指令都歩ま第  号 
（申請者の氏名・名称及び代表者名） 
 
 
 
 

 京都市長          ㊞ 
 
〔担当：都市計画局歩くまち京都推進室〕 

 
 令和  年  月  日付けで申請のありました京都市デジタル技術を活用した

持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金につきましては，下記のとおり交付しな

いことに決定しましたので通知します。 
 

記 
 

交付申請額                   円 

不交付の理由  

教  示 

この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の

翌日から起算して３箇月以内に，京都市長に対して審査請求を

することができる。 
ただし，当該期間内であっても，この決定があった日の翌日

から起算して１年を経過したときは，審査請求をすることがで

きなくなる。 
また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をし

た場合は，当該審査請求に対する京都市長の決定があったこと

を知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京都市を被告

として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起すること

もできる（訴訟において京都市を代表するものは，京都市長と

なります。）。ただし，当該期間内であっても，この決定があっ

た日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対す

る京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過

したときは，処分の取消しの訴えを提起することはできなくな

る。 
 



第４号様式（第８条関係） 

 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

変更承認申請書 

 

（あて先） 京都市長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

㊞   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条第１項第１号の規定により

変更の承認を申請します。 

交付申請額 

（変更後） 
円      

変更の内容  

添付書類  

 



第５号様式（第８条関係） 

 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

中止（廃止）承認申請書 

 

（あて先） 京都市長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

㊞   

電話 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条第１項第２号の規定により

補助事業の中止・廃止の承認を申請します。 

申請の種別 中 止   ・   廃 止 

交付決定通知書の 

年月日及び文書番号 
令和  年  月  日 京都市指令都歩ま第  号 

中止・廃止の 

期間・期日 
 

中止・廃止の理由  

 



第６号様式（第８条関係） 
 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

変更交付決定通知書 

 
     年  月  日  京都市指令都歩ま第  号 
（申請者の氏名・名称及び代表者名） 
 
 
 
 

 京都市長          ㊞ 
 
〔担当：都市計画局歩くまち京都推進室〕 

 
 令和  年  月  日付けで申請のありました京都市デジタル技術を活用した

持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金変更承認申請について，下記のとおり承

認し，補助金の交付内容を変更することを決定したので，京都市デジタル技術を活用

した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金交付要綱第８条第３項の規定に基

づき通知します。 
記 

 

変更交付決定の

内容  

交付条件  

 



第７号様式（第８条関係） 
 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

中止（廃止）承認通知書 

 
     年  月  日  京都市指令都歩ま第  号 
（申請者の氏名・名称及び代表者名） 
 
 
 
 

 京都市長          ㊞ 
 
〔担当：都市計画局歩くまち京都推進室〕 

 
 令和  年  月  日付けで申請のありました京都市デジタル技術を活用した

持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金中止（廃止）承認申請について，下記の

とおり承認することを決定したので，京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域

公共交通の推進に係る補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき通知します。 
 

記 
 

対象事業 
   年  月  日付けで申請のあった京都市デジタル技術

を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金中止

（廃止）承認申請書に記載の事業 

中止・廃止の 
期間・期日 

 

 



第８号様式（第９条関係）  
 
京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

実績報告書 

 
令和  年  月  日 

（宛先）京都市長 

 

＜申 請 者＞ 

郵 便 番 号 〒 

住 所 ・ 所 在 地  

社 名 ・ 団 体 名 

代表者(職)・氏名 

 

○印  

 
 

令和  年   月  日付け京都市指令都歩ま第   号をもって交付決定通知を

受けた補助事業を完了しましたので，京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規

定により，下記のとおり事業の実績を報告します。  
 

記 
 

補助金交付 

申請額 

 

円 

 

（※詳細は別紙のとおり） 

事業実施期間 

 

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

【注意】事業年度の４月１日から３月１５日までの期間を記入してくださ

い。 

供用 

開始時期 
令和  年  月  日 

理  由 

（事業年度の３月３１日までに供用を開始できない場合は，そ

の理由をご記載ください。） 

 

 

 

添付書類 

□ 補助対象経費に係る領収書等の写し 

□ 国庫補助金等に係る交付（予定）額を証する資料（国庫補助金

等の申請を行う場合） 

□ その他市長が必要と認める資料（特に指示があった場合） 

  



別 紙 

１ 補助対象事業の内容等 

 （ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合  計  (Ａ)         円 

 

 （国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合  計  (Ｂ)         円 

 

 （乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

                            （単位：円） 
項 目 支出先 金額 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

合  計  (Ｃ)         円 

  



 

２ 国庫補助金等の額 

【注意】国庫補助金等の交付を受ける場合，補助金交付（予定）額を記入してくださ

い（国庫補助金等を活用しない場合は，以下（Ｄ）（Ｅ）（Ｆ）欄にゼロを記入

してください）。 

 （ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

補助金名 補助金交付(予定)額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

合 計  (Ｄ)        円 

 （国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

補助金名 補助金交付(予定)額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

合 計  (Ｅ)        円 

 （乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

補助金名 補助金交付(予定)額 

□ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（新モビリ

ティサービス推進事業）【国土交通省】  
円 

□ 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金【国土交通省】  
円 

□ その他（                  ） 円 

合 計  (Ｆ)        円 

 

  



 

３ 補助金交付申請額 

 

（ＩＣカードのポイントサービス導入による乗継割引） 

 

(Ａ)       円 － (Ｄ)       円 ＝ 
(Ｇ)         円 

※千円未満切り捨て 
  

（国の推奨する標準的な様式での交通データ整備） 

 

(Ｂ)       円 × （補助率）１／２ ＝ (Ｈ)         円 

 

(Ｂ)       円 － (Ｅ)       円 ＝ (Ｉ)         円 

  

 (Ｈ)，（Ｉ）のうちいずれか少ない額 

（Ｊ）        円 

※千円未満切り捨て 

 

（乗降データの収集・リアルタイム混雑情報の提供） 

 

(Ｃ)       円 × （補助率）１／２ ＝ (Ｋ)         円 

 

(Ｃ)       円 － (Ｆ)       円 ＝ (Ｌ)         円 

  

(Ｋ)，（Ｌ）のうちいずれか少ない額 

（Ｍ）        円 

※千円未満切り捨て 

 

【補助金交付申請額】 

 

(Ｇ)，（Ｊ），（Ｍ）の合計額 
（Ｎ）        円 

 

補助申請額：(Ｎ)，交付決定通知書の交付予定額のうち 

いずれか少ない額 

(補助申請額) 

           円 

 



第９号様式（第１０条関係） 
 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

交付額確定通知書 

 
     年  月  日  京都市指令都歩ま第  号 
（申請者の氏名・名称及び代表者名） 
 
 
 
 

 京都市長          ㊞ 
 
〔担当：都市計画局歩くまち京都推進室〕 

 
 令和  年  月  日付け京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共

交通の推進に係る補助金実績報告書について内容を審査した結果，京都市補助金等の

交付等に関する条例第１９条の規定に基づき，下記のとおり補助金の交付額を確定し

ましたので通知します。 
 

記 
 

交付決定通知書の年月日

及び文書番号 
令和  年  月  日 京都市指令都歩ま第  号 

交 付 額                     円 

 



第１０号様式（第１３条関係） 

 

京都市デジタル技術を活用した持続可能な地域公共交通の推進に係る補助金 

取得財産等処分承認申請書 

 

（あて先） 京都市長 年   月   日   

申請者の主たる事務所の所在地 申請者の名称及び代表者名 

 

 

㊞   

電話 

 

  年  月  日付け京都市指令都歩ま第  号をもって交付額決定通知を受け

た標記補助事業により取得した財産を処分したいので，下記のとおり申請します。 

 

記 

 

取得財産の種類 

及び取得年月日 
      

取得価額  円 

補助金交付額                   円 

処分の理由  

添付書類  

 


